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Abstract

The predecessor of the Volcano Disaster Management Council under the Act on Special 
Measures Concerning Countermeasures for Active Volcanoes was the Aso Volcano Disaster 
Prevention Council, which was established in 1967 around Mt. Aso. The council established 
criteria for entry restrictions correspond to weather station information in its disaster prevention 
plan, and became the prototype for the current volcano disaster countermeasures under the 
Volcano Disaster Management Council. The purpose of this study is to clarify how the framework 
of the council mainly consisting of local governments was formed around Mt. Aso, and how the 
volcanic disaster countermeasures that predetermined the criteria for entry restrictions 
correspond to information from the Japan Meteorological Agency were shaped within that 
framework. The results show that, in the course of considering how to respond to repeated 
outbreaks of volcanic disasters, the related organizations on the mountain were confronted and 
conflicted with each other in the Council, leading to the strengthening of the countermeasures.
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1 ．�はじめに
1.�1．�火山防災協議会の特徴と近年の展開
　平成27年の活動火山対策特別措置法改正に伴い，
内閣総理大臣が指定した火山災害警戒地域におい
て「火山防災協議会」の設置が義務付けられた。
また，同法制定を受けて定められた「活動火山対
策の総合的推進に関する基本的な指針」（平成28
年 2 月22日策定）において，火山防災協議会では
「噴火活動の段階に応じた入山規制や避難等の防
災対応を定めた『噴火警戒レベル』について検討
した上で，その地域の状況や特性に合った，具体
的・実践的かつ複数都道府県・市町村の間で整合
のとれた『火山単位の統一的な避難計画』等につ
いて検討」するものとされた。
　これにより，火山災害対策においては，火山防
災協議会における協議に基づき定めた「噴火警戒
レベル」に基づき，事前に定めた「避難計画」に
沿って災害対応を行う体制が確立することとなっ
た。噴火警戒レベルは，火山活動の監視を担って
いる気象庁が噴火警報や噴火予報の発表と合わせ
て引き上げ・引き下げが行われることになってお
り，実質的には気象庁が発表する警報に対応する
形であらかじめ計画で定めた避難等の対応がなさ
れるような枠組みになっているというべきだろう。
　一方で，災害対策における避難情報の発出は市
町村長により行われることが，災害対策基本法に
おいて定められ，広範な裁量が認められている1）。
実際に，火山災害対策以外においては，気象庁が
発表する警報等と地方公共団体が発出する避難情
報とは必ずしも対応するものとはされてこなかっ
た。すなわち，火山災害対策においては，災害対
策基本法が想定するよりも地方公共団体の権限が
実質的に縮小される形で行使されるようになって
きたといえる。また，火山災害対策ほど強制力を
伴うものではないものの，風水害対策においても，
及川によって，「責任対処問題」への対応として，
内閣府のガイドラインに依拠して避難情報を増発
したり，気象庁などの情報を基準として避難情報
を発出したりする動きが出る可能性が指摘されて
おり2），実質的な裁量は縮小している可能性があ
ると考えられる。

　そこで本研究では，火山防災協議会を通じた火
山災害対策において，どのような経緯で，気象庁
が発表した警報等に対応する形であらかじめ計画
で定めた避難等の対応がなされるようになったの
か，歴史的経緯を明らかにすることを目的とする。
　戦後日本の地方自治制度の政治過程については，
制度改革に関わる争点群，制度管理に関する争点
群，制度運用に関する争点群に分けられる3）。こ
のうち，制度改革に関わる争点群は地方自治法に
定められているような地方自治制度の基本構造の
変革にかかわるもの，制度管理にかかわる争点群
は自治体の行政資源の調達に深く影響する争点群
であり，個別法における裁量の議論とは交わらな
い。制度運用にかかわる争点群は個別の法令や予
算の変更にかかわり，事務権限の執行に影響を及
ぼすものであるが，この点に関してこれまで災害
対策基本法が抜本的に改正されたことはない。平
成17年の策定以降改訂，充実が繰り返されてきた
内閣府による避難に関するガイドラインも，何ら
かの制度変更が行われたものではなく，あくまで
も参考とすべき事項を示したものである4）。平成
27年の活動火山対策特別措置法改正以降火山や河
川で設置が義務付けられた協議会において定めら
れた各計画は，制度運用にかかわる争点群の範疇
に入ると思われるが，そのさきがけとなった火山
に関する協議会は法定化以前から設置が広がって
きていた。にもかかわらず，これらの計画を通じ
て，地方公共団体による権限や裁量は縮小してい
ると考えられ，既存の議論の射程には収まらない
検討が必要であると考えられる。本研究において
は，国と地方公共団体の縦の関係にとどまらない
関係機関がどのように影響を及ぼしあってきたの
かに着目することで，新たな争点群の提示を試み
る。
　平成27年の活動火山対策特別措置法改正以前か
ら火山防災協議会の設置が広がっており，その段
階では災害対策基本法第17条に基づく地方防災会
議の協議会の枠組みが活用されていた。この，地
方防災会議の協議会として最初に設置されたのは，
熊本県の阿蘇山周辺地域に設置された「阿蘇火山
防災会議協議会」である。その後，地方防災会議
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の協議会の枠組みを活用した火山災害対策のため
の協議会の設置が広がってゆき，平成20年には
「噴火時等の避難に係る火山防災体制の指針」に
おいて，地方防災会議の協議会の枠組みを活用し
た火山災害対策を推進する方針が示された。
　このように，今日では当たり前になっている，
避難指示等の基準を事前に計画で定める動きは，
比較的近年になって進んできたものである。その
ような動きがどのように始まり，どのような背景
があったのかを明らかにすることは，今後様々な
分野で同様に避難指示等の基準を事前に計画で定
める動きを広げていくうえで，重要な留意点を示
すものになると考えられる。そこで本研究では，
今日の火山災害対策の考え方の原型になったと考
えられる「阿蘇火山防災会議協議会」の成立，発
展の経緯に着目した。

1.�2．�先行研究
　災害を防ぐための安全対策を巡る判断は技術的
側面が大きい。技術官庁のふるまいについての先
行研究としては，若林による気象庁を題材とした
研究がある。若林によれば，従来の行政学・政治
学における「専門性」の諸研究は，その行使が組
織的自律性の獲得や裁量行使につながることを前
提としており，これは「エキスパート・ジャッジ
メント」に基づく行動様式に該当するという。そ
して，「エキスパート・ジャッジメント」の制度
化は，専門性の優劣が明確となる場面などには組
織的自律性を脅かす場合があると示している。す
なわち，複数の組織の間で専門性に差がある場合
に，専門性が劣る組織において「エキスパート・
ジャッジメント」に基づく行動様式をとることは，
専門性で勝る組織と比較されることを通じて組織
的自律性が脅かされることになる。そのような
「専門性」をめぐる政治的争点化を避けるために，
「機械的客観性」に基づく行動様式がとられ，そ
のことが気象庁の「評判」の獲得につながったと
いう5）。
　若林による研究は，類似するサービスを提供す
る民間気象会社と気象庁との関係に着目して「機
械的客観性」の制度化について明らかにされてい

る。ここで，災害対応における気象庁と地方公共
団体の関係に着目すると，気象庁は防災気象情報
を発表するのに対して地方公共団体は避難情報を
発出することになり，場合によっては相互に整合
がとれていないように見える場面も生じうるもの
と考えられる。そのような場合では，同様に，
「エキスパート・ジャッジメント」を行うことに
よっていずれかの組織の自律性に問題が生じる可
能性が高いと考えられる。このとき，気象庁は災
害の現象について専門的知識を持つ専門官庁であ
るので，専門性の優劣という観点から比較された
場合に，組織的自律性が脅かされ，苦しい立場に
追い込まれるのは地方公共団体の側になる可能性
が高いであろう。
　ここで災害対策における協議会について考える
と，通常の防災気象情報以上に，火山の状況につ
いての見解の相違があった場合には，より見解の
相違が表面化しやすくなると考えられる。すなわ
ち，協議会が見解の相違を生じさせる場を提供す
る形になると考えられる。そこで，本研究では避
難情報を発出する権限を持つ地方公共団体と災害
の現象について専門的知識を持つ専門官庁が参加
する協議会という場がどのように双方に影響を与
えることになるのかに着目しつつ，検討を行って
いきたい。
　このような協議会という場について考えるとき
に参考になるのは，Frandsen et al.による研究で
ある。Frandsen et al.は組織の危機的状況におい
て複数の当事者との間で発生するコミュニケー
ションに着目し，次に示すような人たちが当事者
になるとしている。
・ 危機を特ダネや速報を通じて加速させつつ，報
道したり介入したりする報道機関
・ Facebookや Twitterなどの SNSを含む社会的
関係の中で，危機についての態度を表明したり
意見を交換したりする顧客や市民
・ 危機にある組織による危機管理の努力を含む，
危機やその原因，結果について報道機関からコ
メントを求められる PR専門家
・ ある政策領域における規制強化を求めるなど，
危機を自らの政治的論点に結び付けようと試み
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る政治家
・ 業界の評判を保護しようとする業界団体
・ 怒り，または不満をため，何が起こったのかを
調べている，危機にある組織の従業員
・ 危機を制御しようとする，危機にある組織の経
営陣
　そのうえで，Frandsen et al.は危機が発生した
際にでき，多くの送り手と受け手が複雑なコミュ
ニケーションを行う社会的空間を「修辞的な場
（rhetorical arena）」と呼び，このような場での
様々な当事者のふるまいについて明らかにした6）。
　本研究においては，協議会が災害発生時にその
ような場（arena）として機能すると考え，避難情
報を発出する権限を持つ地方公共団体，災害の現
象について専門的知識を持つ専門官庁，それぞれ
の立場がある関係機関，規制措置の影響を受ける
事業者，報道機関などのふるまいに着目し，前出
の若林による議論の枠組みを，中央－地方関係に
まで拡張して議論することを試みる。

2 ．�昭和28年の爆発以前の状況
2.�1．�昭和28年以前の火山災害と対策
　阿蘇山は熊本県に所在する活火山であり，有史
以前より活発に活動を続けていることで知られて
いる。火山災害も有史以来繰り返し発生している
が，明治以降で初めて人的被害が生じたのは明治
5 年11月 1 日（西暦1872年12月 1 日）の噴火で
あった。その後，しばらくは降灰や火山ガスによ
る農業被害が中心となったが，阿蘇登山が盛んに
なるのと同時期の昭和 7年11月 7 日の小爆発では
登山客数名が負傷，12月18日の大爆発では13名が
重軽傷を負うなどの災害が発生した7）。
　昭和 7年から 8年にかけての火山活動において
は，活動のピークに近かった昭和 8年 2月に溶岩
や火柱が「雄壮極まりなき偉観を呈し，その全景
を見んものと遠近の物好きな登山者が押し寄せる
騒ぎ」となり，「所管宮地署では危険を慮って山
上神社以上の登山を禁止」する事態となった8）。
これは，昭和28年 4 月の爆発より前では確認しう
る限りで唯一，登山者の安全のために行政機関に
より阿蘇山の登山が禁止された事例であった。

　戦後になると，昭和24年から25年にかけての火
山活動においては，宮地地区署により，火口から
1キロの山上神社と馬の背に注意の警告板が設置
されたほか，火口への降下は禁止されていた9）。
したがって，山上への立入禁止に至ったのは昭和
8年の 1回だけであったものの，昭和28年の爆発
より前においては，警察がある程度継続的に山上
の登山者の安全確保に関与していた可能性が高い
と考えられる。
　火山観測については，京都帝国大学が昭和 2年
に国費及び熊本県の援助によって，長陽村に火山
研究所本所を起工し，昭和 3年 3月に正式に研究
を開始した。一方，昭和 6年11月 1 日には，県立
の熊本測候所の支所の阿蘇火山観測所が設置され
た。これは，昭和天皇による阿蘇火山への登山が
予定されていたことや，当時国立公園の候補地と
して年20万人を超える観光客のためにも，火山活
動の状態を観測する必要性があったことによると
いう。その後，昭和14年に熊本測候所が国営に移
管された際に，阿蘇山測候所が創立された10）。

2.�2．�昭和28年以前の阿蘇山観光の状況
　阿蘇登山については，当初は信仰に基づく修験
者等の登山が中心であったが，明治以降は教練，
火口見物，スポーツとしての登山など様々な理由
で登山が行われるようになった。登山道路は昭和
6年11月に開通し，昭和 7年 8月にはふもとの坊
中駅から山上を結ぶ登山バスが運行を開始した。
登山者数は，昭和 7 年が70,744人，昭和 8 年が
180,483人であったという11）。
　阿蘇山観光が次第に注目されるようになる中で，
熊本県は昭和 5年11月に阿蘇山周辺に県立大阿蘇
公園を設置した。熊本県は山上の案内業者等から
使用料を徴収するとともに，案内業者には筆記試
験と口述試験を実施したうえで免許証を発行する
など，県が主体となって山上の使用を管理してい
た12）。その後，昭和 6年10月に国立公園法が施行
され，国立公園の選定が進められた結果，昭和 9
年12月には阿蘇が国立公園に指定された（図 1に
昭和27年頃の地図）が，当時の国立公園では管理
員制度が確立されておらず，国立公園の所在する
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道県に対して，全額国費支弁職員として管理員が
配置された13）。そのため，引続き阿蘇国立公園の
管理は熊本県が主体となって進められることに
なった。
　その後，戦局が悪化する中で国立公園法施行に
関する事務は停止されたが，戦後になると国立公
園行政も正常化が進められ，昭和28年には厚生省
が採用した職員の，管理員としての配置が始ま
り14），阿蘇国立公園に初めて配置されたのは昭和
29年 4 月のことであった15）。このように，国立公
園の管理業務を実施する体制が，戦後，徐々に正
常化に向かっていた時期に発生したのが，昭和28
年 4 月27日の爆発であった。

3 ．�昭和28年の爆発を受けた安全対策
　昭和28年 4 月27日11時30分頃に発生した阿蘇山
の爆発では，爆発当時第一火口周辺において500
人近くの修学旅行生や一般観光客が火口見物中で
あり，死者 5名，重傷者21名，軽傷者約70名の人
的被害があった16）。この際，けが人の救急搬送な
どは自治体消防を所管する地元の黒川村が担って

いたが，火口周辺の危険な地域への立入禁止措置
は，熊本県の出先機関である国立公園事務所と宮
地警察署が共同で実施した17）。
　この爆発を受けた対策に向け，熊本大学，京都
大学の火山研究所，阿蘇山測候所，黒川村，宮地
地区署，熊本県の代表者が集まって対策会議が開
かれ，「観光客の誘致とその安全をはかるために
はどんな処置をとったらよいか」というテーマで
意見交換した。この中で挙げられた対策は，測候
所関係は運輸省へ，他はいずれも厚生省へ強く要
望することになった18）。これを踏まえ，熊本県は，
阿蘇爆発に対する災害防止策をとりまとめ， 5月
20日の県議会土木委員会で提案説明，了承され
た19）。
　そして，昭和29年 3 月頃に，一般登山者に注意
を与え爆発による危険から守るため，県阿蘇国立
公園事務所に，掲示板と図 2のような危険予防信
号の吹き流し台が設置された。掲示板は活火山阿
蘇の説明と阿蘇山測候所の火山観測のデータに基

図 1　 阿蘇国立公園の地図（昭和27年頃）（国立
公園協会編「阿蘇国立公園計画」『国立公
園』No.27，カタログ社，1952年より） 図 2　 吹き流しによる危険予防信号（気象庁地震

課火山係「阿蘇山の爆発をめぐって」『測
候時報』第二十五巻第九号，1958年より）
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づいた注意を速報するのに使用された。吹き流し
は，白は“危険の恐れあり，注意”，赤は“危険の
ため登山中止”，掲げられない時は“平穏”とされ
た20）。
　危険予防信号の吹き流しの運用にあたっては，
県の阿蘇国立公園事務所から阿蘇山測候所に，危
険防止のため，活動の危険性が予想されるときは，
火山活動注意報として吹き流しを掲げるか，また
は，山上広場や火口縁に注意板を設置することに
ついて協力依頼があり，阿蘇山測候所は次の表 1
に示す三項目について協力することを申し合わせ
た。この取り決めについては，気象庁としては，
爆発が完全に予知できるようになったという意味
ではなく，できる限りのことを尽して，災害を最
小限に食いとめたいという人道上の立場から出発
したものであったという21）。
　熊本県の観光課長であった平島洋三は，こうし
て実施された阿蘇山上の安全対策に関し，国立公
園協会が発行する雑誌『国立公園』への寄稿にお
いて，次のように述べている22）。
　　 　当噴火口は阿蘇における活火山の活動状況
を見学する絶好の資源であり，阿蘇国立公園
が設定された使命の大部分を担っていると
言っても過言でなく，年間百万人を超える本
公園利用者の中八割乃至九割がこの噴火口を
訪れている状況で，これ等利用者を常に保護
することを真剣に考え，阿蘇が真に名実共に
国際的な国立公園としての使命を果すことが
出来るようにすることが亦，尊い犠牲者の霊
に報いることになる。

　以上を踏まえると，昭和28年の噴火を受けた安
全対策は，国立公園行政の一環であり，熊本県観

光課が中心となって進められたと捉えるのが適切
であると考えられる。
　こうして開始された吹き流しによる安全対策で
は，昭和30年以降幾度かにわたって吹き流しが掲
げられた。昭和32年11月22日にも吹き流しが掲げ
られ，12月 7 日から翌年 1月 1日は登山が禁止さ
れた。その後も白の吹き流しは引き続き掲げられ，
降ろされたのは154日経過した昭和33年 4 月25日
であった。そして，吹き流しによる注意報が掲げ
られることなく，昭和33年 6 月24日の爆発を迎え
ることとなった23）。

4 ．�阿蘇町を中心とした安全対策への移行
4.�1．�安全対策の主体としての阿蘇町の誕生
　昭和29年 3 月に吹き流しによる危険予防信号の
運用が開始された直後である昭和29年 4 月に，町
村合併により，阿蘇山の北方に阿蘇町，一の宮町
が誕生した。これは，「昭和の大合併」とよばれ
る動きの中での合併であった。特に，熊本県にお
いては，昭和28年 6 月26日の大水害により大きな
被害が発生し，河川改修や治山治水などの復旧が
各市町村で課題となった。町村の財政力ではどう
にもならないほどの被害額であったことから，町
村合併したうえで復旧を進めようという機運が生
じ，結果として大水害は合併への引き金になった
という24）。
　こうして誕生した阿蘇町は，国立公園政策に対
する強い不満があったとされ，阿蘇山上を「阿蘇
山町立自然公園」として昭和33年 1 月から入園料
を徴収し始めて国と法廷闘争になる25）など，山上
の観光に主体的に関わるようになっていった。い
わば，合併によって行財政能力を手に入れた自治
体が，遅々として進まず地元に利益をもたらさな
い国立公園行政にしびれを切らし，自然公園行政
にかかる事務全般を担う総合行政主体として振舞
おうとしたと考えられる。ただし，公園設置条例
には安全対策に関する記述は特になく，また，実
態としても山上での安全対策に町として主体的に
かかわる体制がとられていたことを窺わせるよう
な史料はなかった。

表 1　 吹き流しによる危険予防信号の実施にあ
たっての県の阿蘇国立公園事務所と阿蘇
山測候所の申し合わせ事項

（1） 吹き流しの揚げ降ろしは県観光課国立事務所の責任で
実施し，宮地警察署とも連絡をとる。

（2） 火山性微動，その他火口状況について照会のあった場
合は，当所（阿蘇山測候所）の観測により，現状の説
明をする。

（3） 特に顕著な微動が現われた場合，または火口内に大き
な変化が起り，危険が予想される場合はできる限り連
絡する。警察署へは公園事務所から連絡する。
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4.�2．�山上小委員会の設置
　そのような中で，昭和33年 6 月24日22時20分頃
に阿蘇山は突然爆発し，死者12名，重軽傷26名の
被害を出すこととなった26）。この被害を受けて，
山上での災害防止対策についても見直しが行われ
ることとなった。昭和33年 7 月28日に開催された
阿蘇爆発対策懇談会では，京都大学火山研究所，
熊本大学，阿蘇山測候所，熊本地方気象台，県警
本部，県阿蘇事務所，阿蘇町の代表者が集まって
議論を行い，阿蘇爆発の警報発令を総合的に判断
するための委員会をつくることになった27）。
　こうして，これまで危険予防のための情報提供
に関わっていなかった阿蘇町が一翼を担う，後の
阿蘇火山防災会議協議会と似たような役割を持つ
常設の検討組織を設置する方向が示された。ただ
し，議論の中では「現在警報発令の責任者がない
ので，測候所と火研の資料をもとに県が発令する
のがよいとの意見が出たが，県側は責任ある警報
は出せないと答えた。そこで総合判断するための
組織をつくることになった」28）とあり，この時点
でも登山者を保護するための情報提供をめぐって
県の役割への期待はあったものと考えられる。
　そして， 3年余り経った昭和36年11月29日に，
阿蘇山遭難事故防止対策協議会の下部組織として
小委員会を設置することが決まった。小委員会は，
一の宮警察署山上派出所，阿蘇町山上事務所，国
立公園管理事務所，山上職域防犯協会の正副会長，
山上業者など 8人で構成された29）。小委員会では
火山活動の変化に応じて代表者が集まり，阿蘇山
測候所や京都大学の研究所の代表者を招いて火山
活動状況を聴取し，その都度対応を検討し，小委
員会として規制範囲などを決定していた30）。一方
で，突発的な爆発などで急遽対応が必要になった
場合などは，緊急措置として一の宮警察署が必要
な措置を行い，後に小委員会を開催してその後の
対応を決める場合もあった31）。
　この措置は法的拘束力があったわけではないと
みられ，「“せっかく阿蘇登山したからには火口見
物だけはやって帰りたい”となかには一の宮署員
の制止も聞かず立ち入り禁止区域の中に入り込み，
火口縁まで行く人々の姿も見られた」という32）。

また，小委員会に山上業者が加わったことは小委
員会の決定にも影響を与えるようになった。新聞
報道では，「構成メンバーに業者代表など利害関
係者が大半を占めているため，ややもすれば観光
第一主義的に考える業者の意見が強く反映され，
人命尊重を優先させる警察と見解が食い違うこと
があった」と伝えている33）。このころには，阿蘇
山上では，関係者が対応を検討する会議体の場で
「観光」か「安全」かをめぐる摩擦が生じるように
なっていたのである。

4.�3．�災害対策基本法制定後の役割の変化
　昭和36年11月に災害対策基本法が制定，昭和37
年 7 月に施行され，避難指示や避難勧告（当時）
は市町村長が発出することとなった。阿蘇山遭難
事故防止対策協議会では昭和39年 2 月22日に，災
害対策基本法の制定に伴う地方公共団体の役割の
変化や複数の地方公共団体をまたぐような対応の
ための組織の必要性についても議論された。しか
し，この会議の結論としては，「緊急の場合が多
いため，いちいち「防災会議」に図ることは問題
があるとして「山上小委員会」は，これまでどお
り現地の判断で予報業務など活動を続けることに
し，改めて県事務所長，関係三町長，測候所，警
察当局四者が話し合い，適切な措置をとることに
なった」と報じられている34）。これらのことから，
当時の山上の安全対策関係者は，災害対策基本法
の地方防災会議と山上で設置されていた小委員会
を，異なる性質の会議体として認識し活用してい
たことがわかる。
　このように，災害対策基本法制定を受けた対応
の結論は持ち越しとなり，ひとまずこれまでと同
様の体制で対応が行われることになったが，これ
を境に報道での扱われ方は変化し，「阿蘇中岳第
一火口が五カ月にわたる不気味な沈黙を破って活
動を始めたので一の宮署と阿蘇町では九日早朝協
議の結果，山上広場から火口縁一帯への全面立ち
入り禁止を決めた」といった形で，阿蘇町が一の
宮警察署と相談の上立入禁止の措置がとられたよ
うな表現になった35）。災害対策基本法においては，
避難情報を発出するのは原則として市町村長，場
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合によっては警察官が行うこととされている。こ
の報道の変化が法律の制定を受けた話し合いの結
果によるものなのか，まったく異なる理由なのか
は定かではないが，この頃には山上の立ち入り禁
止措置においても，県国立公園事務所が担ってき
た時期と比較して阿蘇町が重要な役割を果たすよ
うになっていたとはいえるだろう。
　その後，昭和39年12月に上述の阿蘇山上の入園
料徴収に端を発する裁判の判決が熊本地方裁判所
で言い渡され，阿蘇町側の敗訴となった。阿蘇町
は直ちに控訴したが，翌昭和40年になると自主的
解決に向け折衝が行われ，国と阿蘇町の間で覚書
の交換と控訴の取下げがなされることになり，同
年 3月13日に覚書が取り交わされた。この覚書の
中では，「噴火その他の危険に対する予防および
災害対策」に対しては，「危険予告，登山制限は，
災害対策基本法もきめられているし，また警察署
と山上測候所と阿蘇町三者でできている対策協議
会の運用に委ねていくのが適当」ということで災
害対策基本法に則ることとされ36），山上に設置さ
れた小委員会での議論を踏まえ，阿蘇町により火
山活動活発時に立入規制が行われる体制が確立し
たのである。

5 ．�阿蘇火山防災会議協議会の設置と機
能不全

5.�1．�昭和40年10月の爆発後の対策の強化
　昭和40年10月31日未明に，阿蘇山は大爆発を起
こし，噴石を飛散させた。この噴火以前から火山
活動が活発化して立入規制が実施されていたが，
爆発直前の予知はできないまま爆発して立入規制
範囲外まで噴石が到達した。発生が未明であった
こともあり，山上の施設には大きな被害が出つつ
も人的被害は発生しなかったが，「昼間だったら
大惨事」であったなどと防災対応の甘さが指摘さ
れた37）。爆発翌日の11月 1 日には，関係者が阿蘇
町山上事務所に集まり，阿蘇山防災協議会が開か
れ，対策の見直しが行なわれた38）。一部報道によ
れば，席上で常時立入禁止区域の設置を京都大学
の久保寺教授らが主張したが，「活火山の火口底
がのぞける世界唯一の観光地というキャッチ・フ
レーズを失いたくない」との立場から阿蘇町側は
受け入れなかったという39）。この，常時立入規制
の問題は後々まで繰り返されることとなる。
　西日本新聞では11月 8 日の朝刊10面で，「爆発
から一週間　“大阿蘇の声”を聞く」と題して特集
記事を掲載している（図 3）。この中では，山上

図 3　西日本新聞の特集記事「“大阿蘇の声”を聞く」
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施設の撤去と常時立入規制の必要性を強調する測
候所や京都大学火山研究所，今後緊急の場合は警
察官職務執行法に基づき独自の判断で立ち入りを
規制する方針を決めた警察，あくまでも火口見物
ができることの価値を重視する阿蘇町，「人命第
一」には同意しつつも規制の影響に苦しむ山上業
者，活発に活動しているからこそ火口を見たい観
光客など様々な立場の人々が共存する阿蘇山上の
状況が紹介されていた40）。そして，それを報じる
報道機関の記者もまた，様々な場面で当事者とし
て山上の安全対策に関わることになる。当時から，
阿蘇山上はこれらのさまざまな利害関係者が相互
に影響を及ぼしあいながら，安全対策が検討，実
施されていたことが読み取れる。そして，この構
図は以後も継続することとなった。
　その後，昭和42年 5 月頃に阿蘇山の活動が活発
化した。この際に，交通機関の運行再開をめぐり
混乱があった。この件を報じた熊本日日新聞は，
「立ち入り禁止権をもつ阿蘇町のこのようなあや
ふやな態度の是正と，もっとスッキリした立入規
制制度の確立がのぞまれている」としたうえで，
「こんごの規制措置は観測陣の意思が直ちに反映
し，関係者全部が理解し守るようなものに作り上
げねばならぬのが阿蘇山の急務であるといわれて
いる」と記事を締めくくっている41）。阿蘇火山防
災会議協議会の設置の直接のきっかけを明示した
文献は確認できなかったが，このように，関係機
関が連携して円滑な対策を実施する必要性が認識
され，機運が高まっていた時期に，協議会の設置
に向けた動きが出てくることとなったのである。

5.�2．�阿蘇火山防災会議協議会の設置
　そして，昭和42年 9 月29日には「阿蘇火山防災
会議協議会」の設置に向けた検討を行うために，
県阿蘇事務所長の主催で阿蘇火山爆発対策検討会
が開催された42）。その後の調整を経て，11月 4 日
に阿蘇火山防災会議協議会設立の協議が行われ
た43）。この日が，阿蘇火山防災会議協議会の設置
日とされており，阿蘇火山防災会議協議会の規約
も同日付で施行されたことになっている44）。
　続いて，11月15日には現地調査が行われ，その

結果を踏まえた打合せも行われた。打合せでは，
火山の状況に応じた段階的規制の内容について議
論が行われた。この中では，規制の段階を少なく
することを主張する測候所，警察署や人命尊重を
第一とすることを求める県側と観光地であること
を踏まえて「 3 次程度」での規制を求める阿蘇町
側で意見が対立したが，結局 3次程度の規制（図
4）が行われることとなった。
　第一次規制は，「火口より半径500mを原則と
して，頂上ターミナルははずし，ここを爆発の時
登山者の退避ごうとして避難させる」こととされ，
施設について「補強の修理方」をロープウェーの
事業者であった九州産業交通に申し入れるととも
に，「これが実施されない場合は規制の線を考慮
して規制線を変更する」ものとされた。第二次規
制については，「火口から1,000mを原則とするが，
マウントカー道路を取りしまり線」として，「マ
ウントカーは運行中止とする」ことになった。第
三次規制は規制範囲が 1キロメートルを上回る規
制とされ，その際の規制範囲は「そのつど話合い
で決める」こととされていた45）。協議会が設置さ
れても，「安全か観光か」という対立の構図はそ
のまま引き続くこととなったのである。

図 4　 阿蘇山の立入規制区域図（熊本日日新聞　
昭和42年11月16日　統合版13面より）
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　阿蘇火山防災会議協議会の規約は，確定したも
のが，昭和42年11月29日阿蘇町告示第69号として
告示された。この規約によれば，協議会の担任す
る所掌事務は，防災計画を作成し，その実施を推
進すること，及び，阿蘇火山爆発により災害が発
生した場合において，災害応急対策及び災害復旧
に関し，関係町村及び関係機関相互間の連絡調整
を図ることであった。議事は出席した者の過半数
で決するものとされたが，会議を招集する暇がな
いとき，その他やむを得ない事由により会議を招
集することが出来ない時は，協議会が処理すべき
事務の一部について専決処分をする権限が会長
（阿蘇町長）に与えられた46）。
　昭和42年12月 7 日には阿蘇火山防災計画案が阿
蘇町長により熊本県知事に提出され，その後修正
を経て確定した。本計画においては，阿蘇山測候
所から火山情報の通知を受けたとき，または関係
町村長において必要があると認めるときは，別表
に定める「登山規制発令基準」にしたがって必要
な措置を講ずるものとされた。なお，ここでいう
登山規制は災害対策基本法に定められた避難勧告
（当時）や避難指示とは明示されておらず，さらに，
登山者，地域住民等を災害から保護して安全な場
所に避難させるため，必要があると認めるときに，
「立退き勧告」，「立退き及び立退き先の指示」を
するとの条項も別途置かれた47）。ただし，登山規
制の権限行使のあり方は前述の通りであり，実質
的には避難勧告や避難指示と異なるものではな
かったと考えられる。こうして，建付けとしては
「気象庁が発出する情報を受けて事前に定めた計
画に基づき規制を実施する」という枠組みが成立
することとなったのである。
　 6年前に制定された災害対策基本法では，どの
ような場合に避難勧告（当時）や避難指示を行う
かは市町村長が判断することとされており，当該
自治体以外の行政機関の意見も反映させるような
形で，予めその基準を定めるような取り組みが行
われるようになったのも近年のことである。した
がって，阿蘇火山防災計画は，避難勧告や避難指
示そのものではなく，同様の効果をもたらす立入
規制という形ではあるものの，その動きの先陣を

切る形になったということができるだろう。

5.�3．�阿蘇火山防災会議協議会の機能不全
　ただし，この時の登山規制の発令基準の当ては
めなどは，地方公共団体が自由裁量で決めること
が出来，測候所の情報と対応するものではないな
ど，実質は伴っていなかった。そして，阿蘇山測
候所や京都大学火山研究所は阿蘇火山防災会議協
議会の委員としては参加せず，火山活動について
の情報提供だけを行うという立場から阿蘇火山防
災会議協議会に関与することとなっており，現在
の協議会の形とは異なる形をとっていた。
　このため，阿蘇火山防災会議協議会設置後も，
阿蘇山測候所が注意を呼びかけても登山規制が実
施されない事例は度々発生した。たとえば，昭和
43年11月25日の事例では，阿蘇町は立入規制を行
わず，計画にない「注意警報」を発表するにとど
めた48）。昭和44年には阿蘇山測候所が阿蘇火山防
災会議協議会に参加し，阿蘇火山防災会議協議会
は昭和45年に阿蘇山上への常時立入禁止を決定し
たが，観光関連団体などの反発を受け頓挫した49）。
そして，昭和46年には，協議会は，阿蘇火山への
立ち入り規制については責任が持てないという理
由で規制権限を他に移譲することを決め，近く県
に相談することとなった50）。なお，立ち入り規制
権限が実際に他機関へ移譲されたことは確認でき
ず，最終的に移譲されることはなかったと考えら
れる。
　こうして，「安全」か「観光」かで問題の多かっ
た立ち入り規制問題の改善に資すると期待された
阿蘇火山防災会議協議会は，「安全」か「観光」か
の問題により機能不全に至ってしまったのである。

6 ．�阿蘇山上における関係機関の対立と
衝突

6.�1．�阿蘇山上における関係機関の概要
　立ち入り規制権限の他機関への移譲を決めた昭
和46年以降も，火口周辺への立入規制は阿蘇町を
中心とする阿蘇火山防災会議協議会が担い続けた。
その過程では，阿蘇町，阿蘇山測候所，報道機関，
山上業者がそれぞれの立場から山上の安全対策に
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関わり，時には相互に対立や衝突を繰り返した。
阿蘇山測候所の情報が無視されたり，阿蘇山測候
所の反対を押し切って規制が解除されたりした事
例は枚挙にいとまがないが，本章では特に阿蘇町
による立入規制ラインの設定，阿蘇山測候所によ
る臨時火山情報の基準の設定，報道機関や山上業
者による関係機関に対する働きかけに着目する。

6.�2．�阿蘇町による立入規制ラインの設定
　昭和46年頃の立入規制ラインは，第一次規制が
火口から500メートル，第二次規制が 1 キロメー
トルを立入禁止にするものであった。これに対し，
阿蘇山測候所や京都大学の火山研究者は爆発の確
実な予測は困難であるとして阿蘇火山防災会議協
議会による火口周辺の常時立入禁止を主張してい
た。そのような中で，阿蘇町は山上業者の生活の
ことを考え，300メートルの準規制と 1 キロメー
トルの正規制の二段階に変更する案を提案した51）。
この問題は阿蘇火山防災会議協議会で議題となっ
たが，報道によれば，「委員のなかから『現行の
五百メートルのラインさえ，一部引っ込んだとこ
ろがあり，政治ラインと非難されているのに，
三百メートルは防災と人命尊重の立場からすると
大きな後退だ』と強い反対意見がで，阿蘇，一の
宮，白水など関係各町村に持ち帰って再検討－次
回の会合で改めて協議することになった」とい
う52）。300メートル規制案はそのまま立ち消えと
なり，その後議論されることはなかった。
　その後，500メートル以内への立入規制につい
ても同年10月30日を最後に実施されなくなり，以
降の立入規制は 1キロメートルを立入禁止にする
二次規制が行われるようになった53）。そして，昭
和48年 6 月からは従前の 1キロメートル以内を立
入規制とする第二次規制を第一次規制として，規
制の一本化が正式に行われた54）。一方で，その後
もより緩和した規制ラインの設定について山上業
者等から陳情や提案は繰り返され（たとえば昭和
49年10月12日に報道された事例55）），そのたびに
阿蘇火山防災会議協議会で議論されて見送りと
なった。
　そのような中で，阿蘇町は昭和47年 6 月24日に，

「阿蘇山防災協による正式規制ではない」一時的
な措置として300メートル以内の立ち入りを禁止
した56）。また，昭和50年 2 月頃からは「従来の火
口周辺一キロ以内立入規制発令に代わる便法とし
て」57），「山上広場と火口縁を結ぶ町営有料道路
と九州産業交通のロープウエーの運行をストップ
させるなど火口周辺への一時登山禁止の措置」が
とられる58）など，一本化をなし崩しにするような
動きも見られた。

6.�3．�阿蘇山測候所による臨時火山情報の基準
の設定

　阿蘇山測候所では，少なくとも昭和46年 6 月頃
には，臨時火山情報の発表基準作成について部内
での議論が行われていた59）。その後，少なくとも
昭和47年 8 月頃までは，所内での基準作成の議論
が行われている旨の記述が確認できる60）。そして，
昭和48年 5 月には，阿蘇火山防災会議協議会から
の問い合わせに対し，発表基準が存在することを
前提とした回答をしている61）。したがって，この
頃にはなんらかの基準が作成されていたものと考
えられる。
　このうち，昭和47年 8 月31日の議論について，
阿蘇山測候所の日誌には図 5に示したような形で
記録が残されている。この中で環境庁国立公園事
務所長の意見として次に示す 2点が挙げられてい
た62）。
（1） 現在の臨時火山情報文は何れも十分注意して

くださいの一点ばりだが，防災的に注意，十
分注意，警戒等と使用分けできないか。

（2） 臨時火山情報の発表回数が多く，感じが薄れ
て仕舞う。

したがって，当時の臨時火山情報について，情報
利用者の立場からすると，頻度が多すぎるうえに
内容も「十分注意してくださいの一点ばり」で，
実用にあたっては問題があると認識されていた可
能性が高いと考えられる。実際の情報の発表状況
を見ると，昭和47年には21回の臨時火山情報が発
表されている63）が，立ち入り禁止の措置がとられ
たのは 3回に過ぎず64），臨時情報の多くは発表し
ても阿蘇火山防災会議協議会による立ち入り禁止
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の措置にはつながっていなかったといえる。
　これに対して，測候所としてはあくまでも火山
活動の状況について伝えるのが役割であり，注意
警戒等を呼びかけるのは適切ではないと考えてお
り，かつそれが気象庁のあるべき姿であると考え
ていた65）。また，阿蘇山測候所や気象庁は，昭和
45年に常時立ち入り禁止が頓挫した後も，阿蘇火
山防災会議協議会による常時立入規制を引き続き
主張し続けていた66）。

6.�4．�報道機関および山上業者による働きかけ
　阿蘇山の活動の変化を受けた阿蘇火山防災会議
協議会による対応は，地元の新聞である熊本日日
新聞や西日本新聞が逐一伝えていたほか，規模の
大きな現象やトラブルが生じた際には全国紙でも

取り上げられることになった。報道機関の論調は，
火山に関する科学的知見を持つ測候所や京大火山
研究所の見解と，規制権限を持つ阿蘇町の見解の
不一致を指摘し，「観光優先」の阿蘇町の姿勢を
批判するようなものが多かった。
　阿蘇山測候所の日誌からは，阿蘇山測候所へ山
上業者や報道機関も頻繁に足を運んでいたことが
わかる。山上業者は測候所のことを，「測候所と
みそ汁はあたったためしがない」などと評してい
るとされ67），いやがらせもあったという68）。報道
機関については，火山活動についての取材が多
かったと考えられるが，時には現場の記者が阿蘇
町に対して，測候所の見解を踏まえた対応を迫る
場面もみられた69）。
　山上業者は，規制解除に向けて関係機関にたび
たび圧力をかけてきた一方で，山上の安全対策に
は積極的で，一役を買っていた。たとえば，昭和
52年 7 月の爆発後の立入規制に対して同年 9月26
日に山上業者らから提出された陳情書には「危険
な状況が発生した場合は土産品業者が避難を誘導
するという趣旨に全面的に協力するので，早く規
制を解除して欲しい」という内容が含まれた70）。
そして，10月 8 日には，山上で避難誘導救助訓練
が行われ，山上土産品業者やドライブイン従業員
など約200人が参加した。業者も「自分たちの訓
練が規制解除につながる」と真剣な表情で訓練に
参加したと報じられている71）。
　以上のように，報道機関は測候所がもっと積極
的に規制について町への働きかけを行うことを期
待しており，他方で山上業者の中には測候所が発
表する情報に対して強い不満を持ちつつも，山上
での営業を続けるために安全対策には協力的にふ
るまっていたものと考えられる。そして，山上で
はこのように様々な当事者が関わる小競り合いが
繰り返し発生し，阿蘇火山防災会議協議会の各委
員もそのような中で議論を行っていたことがわ
かった。

7 ．�昭和54年の爆発を受けた対策の見直し
7.�1．�対策強化に向けた議論
　昭和54年 9 月 6 日に発生した阿蘇山の爆発では，

図 5　 火山情報の基準についての議論が行われ
た日の阿蘇山測候所日誌（昭和47年 8 月
31日　掲載にあたって，図の明るさを調
整した）
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3 人が死亡，11人がけがをする事故となった。阿
蘇山では同年 6月以降活動が活発化しており，火
口周辺 1キロの範囲で立入規制が実施されていた
が，人的被害が発生したのは規制区域外の仙酔峡
ロープウェイの火口東駅付近であり，観光客が噴
石の直撃を受けて被害にあった72）。
　爆発を受けて 7日に開催された阿蘇火山防災会
議協議会では，委員がそれぞれの立場から事故の
反省点を出し合い，現在阿蘇火山防災会議協議会
が設定している 1キロ規制ラインの妥当性につい
て議論した。この結果，従来の 1キロ規制を根本
的に見直すことで意見が一致し，具体的な新規制
案は今後さらに専門家など各方面の意見をくみ入
れながら練り上げることになった73）。
　立入規制の範囲外で被害が発生したことで，爆
発発生直後から，新聞報道では立入規制の判断が
甘かったのではないかと指摘する報道が相次いだ。
たとえば，爆発発生翌日の 7日の西日本新聞朝刊
では，「甘い判断が惨事招く　立入り規制『観光
第一主義』に警鐘」と題した記事を掲載した。こ
の中では，「鳴動，空振がやまず『危険な状態』が
続いていた。『昭和八年以来の本格的な火山活動
に入ったようだ』（同測候所）」と測候所の観測成
果を引用したり，人的被害が発生した立入規制範
囲外の現場について「最近の活動から見て危険地
帯といえる」と指摘する測候所員らの発言を紹介
したりしつつ，「過去の“経験”だけに基づく過去
の“しろうと判断”が惨事を大きくした」と断じ
た74）。
　同じく 7日には，人的被害が発生した火口東駅
付近が火口から850メートルしかなかったことが
明らかになり，同日の協議会においても改めて取
り上げられたという。この問題について大きく報
じた西日本新聞は，「ゆがんでいた規制区域」と
題して，各機関への取材結果を示しつつ，「これ
まで安全とされてきた『北東側の仙酔峡ロープウ
エーだけは，ぜひ動かさねば』といった意識が，
産交はじめ地元観光業者，町当局にあり，それが
暗黙の規制ライン緩和につながったことは否めな
い」と阿蘇火山防災会議協議会の姿勢をきわめて
批判的に報じた75）。

　阿蘇山への立入規制に対しては，これまでも
様々な当事者が小競り合いを繰り返しながら立入
規制や解除の意思決定が繰り返されてきたが，火
山爆発に伴う噴石による犠牲者が生じるという危
機的な状況において，測候所や京都大学の観測所
の専門性と阿蘇町の観光優先の姿勢を対比し，阿
蘇町を批判する動きが報道を中心に急速に高まっ
た。そして，そのような状況のもとで，新規制案
は検討されていくことになったのである。

7.�2．�見直された対策
　その後も，規制のあり方についての検討は阿蘇
火山防災会議協議会において続けられ，昭和55年
3 月 6 日の阿蘇火山防災会議協議会で関係町村が
登山規制案を提示し，17日の阿蘇火山防災会議協
議会でこの規制案を協議して新登山規制が決定さ
れた。協議の中では，委員の一の宮警察署長から
「気象庁の見解や火山学者は火口周辺一キロは危
険としている。噴火予知が確立されていない現在，
登山者の安全を守るためには常時規制区域を一キ
ロまで広げるべきではないか」と意見が出された。
これに対し，関係町村から「区域の設定はそれら
の事情も踏まえ慎重に検討した。最も危険とされ
る火口縁東側を新たに常時規制し，万一の事態に
もかなり対応できるはず。より登山者の安全を図
るために今後，登山規制を厳重に運用していきた
い」と説明され，登山規制は原案通り了承された。
また，登山規制の発令基準について同じく一の宮
警察署長から「防災計画では規制発令が関係町村
長の自由裁量的なものになっているが，基準を明
文化し運用に的確さを持たせるべきだ」との意見
が出され，全委員一致で発令基準の一部改正が了
承された76）。これにより，測候所や警察署などが
主張していた火口縁への全面常時規制は実現しな
かったが，阿蘇山上としては初めて，図 6のよう
に一部地域の常時立ち入り禁止が実現することと
なった77）。
　決定された防災計画案は熊本県防災会議に提出
され， 5月19日付で熊本県知事から条件付きで承
認された。これについて23日に開催された協議会
で審議した結果，条件を受け入れて修正したうえ
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で正式決定した78）。変更後の登山規制は，次に示
す表 2の通りとなった79）。これにより，昭和54年
9 月から中岳でとられていた暫定規制は，新しい
第一次規制に移行した。その後，昭和55年 6 月13
日には阿蘇中岳第一火口の立入規制が約 1年ぶり
に解除された80）。新しい規制基準では，測候所が
発表した臨時火山情報をもとに規制の変更を行う
ことが明記され，測候所の臨時火山情報に合わせ
て規制範囲が変更されることになった。
　こうして，阿蘇町を中心とした阿蘇火山防災会
議協議会は，爆発により人的被害が生じるという

危機的状況のなかで，関係機関や報道など多様な
主体間のコミュニケーションにおいて，測候所な
ど現象についての専門機関の判断との対比が一層
着目されるようになった。その中で，機械的客観
性に基づく行動様式によっていると考えられ，当
時としては全国でも類を見なかった，測候所の臨
時火山情報に対応した規制の変更を予め防災計画
に定めるという方策がとられることになったので
ある。

7.�3．�残された課題
　上述の通り，昭和54年の阿蘇山の爆発を受けて，
阿蘇山測候所の臨時火山情報に対応する形で規制
の実施と解除を行う建付けの体制となったが，実
際にはそのような形では機能しなかった。規制を
実施する場合については，臨時火山情報を発表し
た場合には阿蘇火山防災会議協議会にて速やかに
立入規制を実施する体制となったが，測候所は火
山活動が低下し「危険ではなくなったとき」には
臨時火山情報を発表しないことから，阿蘇火山防
災会議協議会による立入規制の解除は測候所によ
る火山情報を踏まえずに実施された。
　この問題が，特に顕在化したのは平成元年の火
山活動の活発化である。このときは， 4～ 8月頃
にかけて，臨時火山情報を受けて立入規制を行っ

表 2　阿蘇火山防災計画における規制基準の，昭和54年 9 月の爆発前後の比較

規制の内容 変更前の発令基準 変更後の発令基準
第 1次規制 爆発のおそれがあり，

火口周辺への立ち入
りには警戒を要する
とき。

（規制）
1． 火山情報取り扱い規制（S5312，20気象庁訓令第17号）第 4条第 2項に基づく「臨時火
山情報」が発表され，火口周辺への立入が危険であると認めたとき。

2． 阿蘇山測候所が発表する火山情報または火口現地観測により「注意」または「警戒を
要する」等の発表があり，火口周辺への立入が危険であると認めたとき。

（解除）
 　阿蘇山測候所が発表する火山情報及び火口現地観測により火口周辺への立入りが危険で
なくなったと認めたとき。

第 2次規制 なし （規制）
 　阿蘇山測候所が発表する火山情報または火口現地観測により，爆発のおそれが濃厚と
なったとき。
（解除）
 　第一次規制の場合に準ずる。但し，①第 2次規制②第 1次規制③解除の順に規制緩和し
ていくものとする。

登山禁止 爆発により災害が発
生し，または発生す
るおそれのあるとき。

（規制）
 　爆発により災害が発生し，または発生するおそれがあると認めたとき。
（解除）
　上記のおそれがなくなったと認めたとき。但し，①登山禁止②第 2次規制③第 1次規制
④解除の順に規制緩和していくものとする。

図 6　 昭和54年 9 月の爆発を受けて変更された
立入規制（昭和55年 3 月18日　熊本日日
新聞）
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たものの数日程度で立入規制が解除される事態が
相次いだ81）。そのような状況の下で，阿蘇山測候
所長は， 8月31日に開催された阿蘇火山防災会議
協議会において，阿蘇火山防災計画に定められた
立入規制の基準の見直しを求めた82）。
　このように，阿蘇火山防災計画と運用の実態が
乖離していたことを受けて計画の見直しが検討さ
れた。平成 2年 9月 5日に開催された阿蘇火山防
災会議協議会において阿蘇火山防災計画が変更さ
れた。変更内容は，立入規制の解除の基準を，
「阿蘇山測候所が発表する火山情報および火口現
地観測により火口周辺への立入りが危険でなく
なったとき」から「阿蘇山測候所の観測資料等に
より，関係町村長が火口現地観測を行い，火口周
辺への立入りが危険でなくなったと認めたとき」
とされた83）。
　こうして，測候所の情報による立入規制の決定
という建前と，解除については事実上地元地方公
共団体によって決められているという実態の乖離
はなくなった。一方で，本改正は上述の通り，測
候所の情報に基づかずに関係町村長が解除の判断
を行っているという実態にルールを合わせたもの
に過ぎなかったことから，地元地方公共団体によ
る立入規制解除の判断に対する不安そのものは残
ることとなった。

7.�4．�阿蘇山の火山災害対策と観光のその後
　火山活動が低下した際の立入規制の取り扱いが
課題として残った阿蘇山における火山災害対策は，
気象庁が平成15年に公表を開始した火山活動度レ
ベルの導入により，火山活動度レベルに対応した
立入規制解除が実現することとなった。火山活動
度レベルは，地元の防災機関等が登山規制等の防
災対応をとる上で役立つものとなるように区分け
がなされたものであった84）。
　なお，その後の阿蘇山では，新たに始めた火山
ガス規制，その後の火山情報のレベル化，爆発後
の山上施設の復旧期間の長期化などにより，立入
規制がかかっている期間の長期化が進んだ。一方
で，山上観光の中心地は草千里となり，山のふも
とでも多くの観光施設が設置された。協議会を通

じて関係機関と向き合いながら，阿蘇山周辺地域
では火口に依存しない観光のあり方を模索し続け，
その成果が結実したといえるだろう。
　もちろん，代わりに払った代償も少なくない。
阿蘇山上に至る 2本あったロープウェイ（阿蘇山
ロープウェー，仙酔峡ロープウェイ）はともに，
噴火被害からの復旧や運行の継続を断念した85）。
火口縁への交通機関は九州産業交通が運行する 1
日10往復の阿蘇山火口シャトル（バス）のみと
なった（令和 6 年 6 月末現在）86）。かつて山上広
場に営業していた複数の観光施設も閉鎖され，現
在では平屋の山上ターミナルが営業しているのみ
である。阿蘇山周辺は，長期間をかけて火山のリ
スクと向き合い，ソフトランディングを実現した
と評価することができるだろう。

8 ．�火山における協議会のその後の展開
　阿蘇火山防災会議協議会の設置以降，火山周辺
に設置される地方防災会議の協議会は徐々に増え
ていくことになった。
　全国で 2番目として，昭和48年には，桜島爆発
火山防災会議協議会が設置された。しかし，桜島
周辺においては，鹿児島県防災会議が定めた地域
防災計画の細部計画で避難について詳細に定めら
れ，協議会は避難訓練等を行う主体にとどまった。
設置時に桜島火山爆発防災計画も作られたが，一
度も改正されることはなかった87）。鹿児島市役所

図 7　 阿蘇火山防災会議協議会のウェブページ
に掲載されている火口案内図（http://
www.aso.ne.jp/~volcano/html/map.html，
閲覧日：2024年 6 月28日）
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の説明によると，平成16年に構成市町である鹿児
島市と桜島町が合併したことにより自然消滅した
という。
　続いて，昭和52年の有珠山噴火を受けて，昭和
55年に駒ケ岳火山防災会議協議会が，昭和56年に
は有珠火山防災会議協議会が相次いで設置された。
このうち，有珠火山防災会議協議会では，阿蘇火
山防災会議協議会を参考に設置と防災計画の策定
が行われ，制定された有珠火山防災計画も当時の
阿蘇火山防災計画に類似した内容となっていた88）。
　一方で，駒ヶ岳火山防災会議協議会は，当時事
務局が置かれた北海道森町に対する問い合わせへ
の回答文書（令和 4 年 9 月21日付）及び，設置に
関わった中西清氏へのインタビュー結果によれば，
枠組みは阿蘇火山防災会議協議会及び桜島爆発火
山防災会議協議会を参考にしつつ，駒ヶ岳火山噴
火地域防災計画は独自のものを策定する形となっ
た。両計画を比較すると，阿蘇火山防災計画や有
珠火山防災計画は観光客の火口周辺への立入規制
に主眼が置かれたのに対し89），駒ヶ岳火山噴火地
域防災計画は居住する住民の大掛かりな立退き避
難に主眼が置かれることになった点が大きく異
なっていた。一方で，事前避難の実施時期につい
ては，臨時火山情報がトリガーの一つとされ90），
昭和54年の噴火を受けて見直された阿蘇火山防災
計画の考え方が引き継がれることになった。
　その後，駒ヶ岳火山防災会議協議会は火山災害
対策のモデルケースとして取り上げられるように
なり91），前出の中西氏によれば，十勝岳をはじめ
他の火山における協議会の制度設計にも影響を及
ぼした。そして，平成20年の「噴火時等の避難に
係る火山防災体制の指針」策定に向けた「火山防
災情報等に対応した火山防災対策検討会」の議論
においては， 6月 7日に開催された第 5回検討会
以降で火山防災協議会のあり方が議論され，この
中で主に検討が行われたのは駒ケ岳火山防災会議
協議会であった92）。こうして，駒ヶ岳火山防災会
議協議会をモデルケースの筆頭として火山防災協
議会が制度設計された。
　平成20年に前出の指針により火山防災協議会の
設置を推進する方向性が示される前の段階では，

火山防災に関する協議会の設置数は10か所程度で
あったが93），御嶽山が噴火した平成26年 9 月には
33に達して，御嶽山の噴火を受けて平成26年度末
までには47あるすべての常時監視火山で協議会が
設置された94）。また，同指針が定められるのと並
行して噴火警戒レベルが導入され，火山防災協議
会であらかじめ定めた計画に基づく，噴火警戒レ
ベルと連動した避難判断も確立することとなった。
そして，平成27年には火山防災協議会の法的位置
づけを明確にするため，活動火山対策特別措置法
が改正され，火山災害警戒地域での火山防災協議
会の設置が義務付けられた。こうして，阿蘇火山
防災協議会で成立した，気象庁からの火山情報を
受けて避難判断が行われる枠組みは日本の火山災
害対策で広くとられることとなった。

9 ．�おわりに
　本研究では，熊本県の阿蘇山周辺地域に設置さ
れた阿蘇火山防災会議協議会において，どのよう
な経緯で，測候所が発表した情報に対応する形で
あらかじめ計画で定めた避難等の対応がなされる
ようになったのか，歴史的経緯を明らかにした。
こうして確立した，阿蘇火山防災会議協議会にお
ける火山情報に基づく立入規制は，駒ケ岳火山防
災会議協議会を経て日本の火山防災協議会を通じ
て行われる立入規制の基本形になったのである。
　本研究の結果，度重なる火山災害の発生を受け
た対応の検討においては，山上に関わる関係機関
が協議会という場で相互に対立・衝突する中で，
Frandsen et al.による「修辞的な場（rhetorical 

arena）」が形成されてきたことがわかる。この場
では，従前は，より立入規制を強化したい測候
所・警察やその見解に従わないことを批判する報
道機関，それに対して，規制権限を有し，火山観
光から利益を得る地方公共団体と，背後で強力に
圧力をかけて規制強化に抵抗する観光業者らの間
のせめぎあいが続き，規制強化はなされてこな
かった。しかし，昭和54年の阿蘇山の爆発により
生じた危機的状況の中で，複数の当事者相互間の
コミュニケーションが高まった。測候所・報道は
より強力な規制を求め，報道はより地方公共団体
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への批判を強める。対して，地方公共団体は規制
の判断が不十分であったことが犠牲者の発生とい
う形で明確になり，観光業者なども表立って規制
強化に抵抗する動きはしにくくなっただろう。協
議会という場で専門行政機関と地方公共団体との
間の，災害の現象についての専門性の優劣が明確
になることは，専門性で劣ると目される地方公共
団体への批判を呼ぶ。若林の指摘する評判の低下
による組織の自律性の低下を回避するために，立
入規制の基準を予め計画に定めるという形で「機
械的客観性」に基づく行動様式をとらせることと
なったと評価できるだろう。こうして測候所が発
表した情報に対応した立入規制が防災計画に盛り
込まれるようになったことが分かった。
　平成11年の地方分権一括法による地方分権改革
では，国の機関による地方公共団体への関与につ
いては法律で定められた類型の範囲でのみ認めら
れることとなり，地方公共団体による自治をより
実質化させようとした。これに対し，火山防災協
議会を通じた火山災害対策が強力に推し進められ
るようになったのは，地方分権一括法制定以降の
ことである。このような中で，災害被害の発生と
いう形で専門性の優劣が明確になる事態が繰り返
されることは，予め計画で定めた基準に基づく避
難判断等を地方公共団体に行なわせ，これまでの
中央地方関係の議論が想定していなかったような
形での事実上の関与として機能してきたと考えら
れる。いわば，危機的状況における，国と地方の
関係にとどまらない，制度に関わる周辺の多様な
主体間のコミュニケーションにより，地方公共団
体自らにその権限を制約することを選択させるこ
とになったのである。
　このように，制度周辺の様々な主体による評判
や圧力などのふるまいが自治体の事務権限の執行
に影響を及ぼしている点は，地方自治制度をめぐ
る新たな争点群として位置づけられるだろう。そ
して，本事例においてこの事実上の関与を機能さ
せる力の源泉となったのは，専門行政機関の持つ
専門性であるといえるだろう。
　このような観点から考えると，様々な専門的知
見を集めてつくられた避難情報に関するガイドラ

インに沿って地方公共団体が行動をするかどうか
という局面においても，同様の構図を見出すこと
が可能であると考えられる。また，災害対策に限
らずとも，行政の取り扱う内容が高度化する中で，
その分野における専門的行政機関と地方公共団体
の関係の中では，同じような形で事実上の関与が
行われる可能性は高まっていると考えられる。
　一方で，測候所が発表した情報に対応した立入
規制を徹底することは，地域経済にも大きな代償
を払わせることとなり，そのことが山上における
安全対策を進めるうえでの課題として認識され続
けてきたこともわかった。専門行政機関の情報に
対応した避難情報の発出をさせることを目指す施
策は，地方公共団体の判断への支援の一環として，
大雨警戒レベルなどのように火山以外の分野でも
取り入れられるようになってきた。平成29年に水
防法改正により法定化された「大規模氾濫減災協
議会」は，「火山防災協議会」の枠組みを参考に制
度化されている95）。火山災害においては，影響を
受けるのは火山観光産業であり，産業構造の転換
を通じてソフトランディングを行うことも可能で
あろう。しかし，たとえば住宅密集地を流れる河
川からの避難であれば，命を守るための避難判断
の代償は，避難しなければ失われていなかった別
の命かも知れない。したがって，これらを同列に
扱うことについては，本来慎重な検討が必要にな
るのではないだろうか。
　これまでの避難をめぐる研究は，適切に避難を
判断させるのに効果的な情報提供のありかたを追
求してきた側面が強かったが，「はじめに」でも
言及した及川は「避難情報廃止論」という刺激的
な論を示して立ち戻りを促しつつ，防災行政と住
民の関係性について問題提起を行って熟議の必要
性を主張している96）。このとき，防災行政の立場
ながら最前線で住民と向き合う地方公共団体が，
どのような役割を担っていくべきなのかは，極め
て重要な論点であると考えられる。そして，本研
究で提示した制度周辺に関わる争点群は，地方公
共団体が総合行政主体とされ，専門行政機関と協
働している以上，その議論を行っていくうえで避
けて通ることのできないものといえるだろう。
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　そして，本研究を踏まえれば，地方公共団体は，
住民の避難や立入規制に伴う損害にも向き合う必
要があり，危機的状況になったことに伴い対策が
急速に「進展」するような場面においても，これ
らの課題に総合的に取り組むことができるような
形での支援を行うことが望ましいと考えられる。
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要 旨

　活動火山対策特別措置法における火山防災協議会の前身となったのは，昭和42年に熊本県の
阿蘇山周辺に設置された阿蘇火山防災会議協議会である。同協議会は，防災計画の中で測候所
の情報に対応した立入規制の判断基準を定め，現在の火山防災協議会を中心とする火山災害対
策の原型となった。本研究は，阿蘇山周辺において地方公共団体を中心とした協議会の枠組み
の形成過程に着目し，火山情報に対応した立入規制基準を予め定める火山災害対策がどのよう
に形作られたのかを明らかにすることを目的とする。その結果，度重なる火山災害の発生を受
けて対応を検討する中で，山上に関わる関係機関が協議会という場で相互に対立・衝突し，対
策の強化に至ったことが分かった。
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